
務 　また、ハローワークと連携し、人手不足の業種と求職者との

している状況にあるが、市内事業者の中には、慢性的に人手不 マッチングに資する取り組みを進めていく。

足となっている業種がある。また、求職者が働きたい業種と人 　創業については、引き続き戸田市商工会と連携し、セミナー

手不足の業種が合わず、ミスマッチが生じている。 の開催等取り組みを進めていく。

　

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 7年 6月13日 作成部局名 環境経済部 担当部局名 健康福祉部 こども健やか部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

経済戦略室

07
活力にあふれ人が集い心ふれあうまち

生活支援課 親子健やか室

29
多様な働き方への支援・充実

障害福祉課

健康長寿課

女性、若者、高齢者、障がい者、外国人等の労働者それぞれの事情に合わせた就労機会の創出、キャリア形成の実現を図る

とともに、各支援機関と連携し、起業相談などの充実を図り、起業家の育成支援を強化していくことで、多様な働き方への

支援をしていきます。

労働対策事業

起業支援事業

市内事業所の従業者数 経済センサス調査結果から算定
人 64,913 64,913 - - 68,173 -

(調査結果の公表を受け適宜入力 )

多様な働き方実践企業数 埼玉県認定の多様な働き方実践企業数
社 135 75 103 111 124 125

創業比率 新設事業所等の年平均/既存事業所数
％ 5.04 4.94 - - - -

(経済センサス調査結果から算定 )

　求職者と人手不足業種とのマッチングの機会を提供するため、ハローワークと連携し、求職者向け市内企業面

接会等を実施した。

　高齢者、障がい者、外国人など個々の状況が異なることに加 　今後の労働対策は、多様的かつ包摂的な視点を反映させ施策

え、育児・介護との両立やテレワークの推進など、働き方への を展開する必要があり、埼玉労働局との雇用対策協定のもと、

支援もより多様化が求められている。 関係部署との連携を強化し対応していく。

　また、正社員として就労している市民の多くは、市外で勤



略室）

起業支援事業

任
意

769 多様な働き方の一つの形である起業

2,028 について、今後も関係各所と連携し

－ ○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 07 01 02 06 01 2,010 、切れ目のない支援を進める。

起業支援セミナーやチャレン 2,010

ジショップ等を実施する。戸 4,355

05 工業振興事業　（経済戦略室）

（再掲）工業振興事業

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 07 01 02 05 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

事業者が新たに工場や事業所 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

を立地したり、設備投資や施 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

05 生活困窮者自立支援事業　（生活支援課）

（再掲）生活困窮者自立支援

法
定

＜（再掲）について＞

事業 本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 03 01 01 05 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

自立相談支援事業において、 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

相談窓口で生活困窮者の相談 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

01 生活保護扶助費　（生活支援課）

（再掲）生活保護扶助費

法
定

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策

戸

として構成する事

01

田

01 03 03 02 01

市

01 務事業ですが、一

施

部が本施策にも寄与す

策

るため「再

生活保護の

評

被保護者（世帯主 掲の

価

事務事業」として、参

シ

考に掲載しています。

ー

）に対し、毎月１回定

ト

期的に ※事業内容は、

作

当該事務事業評価シー

成

トを参照

日 令和 7年 6月13日 作成部局名 環境経済部 担当部局名 健康福祉部 こども健やか部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０７年度（事業費総額） 令和０８年度 令和０９年度 令和１０年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０７年度（人件費総額） 令和０８年度 令和０９年度 令和１０年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R6決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R7予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
8

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

　今後は、ハローワークと連携し、就職を希望する高校生と市内事業者のマッチングが進む
よう、市内高校へ働きかけていく。
　また、労働者、未就労者の現状を把握し、施策を検討するため、労働者意識調査を実施す
る。

Ｂ

23,374 ↓ 20,947 ↑ 23,347 ↑ 24,147
人生１００年時代において、働くということは市民一人ひとりの生活基盤や生きがいに直結するものであり、予算の維持は必須である。

12,923 → 12,923 → 12,923 → 12,923
人生１００年時代において、働くということは市民一人ひとりの生活基盤や生きがいに直結するものであり、引き続き人員の確保が必要で
ある。

01 労働対策事業　（経済戦略室）

労働対策事業

任
意

24,233 就労支援や労働環境の整備へ直結す

21,346 る事業であり、今後も関係各所と連

－ ○ ２ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 05 01 01 01 01 18,937 携して取り組みを進める。

就職支援セミナーや就職支援 12,235

相談、就職面接会・説明会等 8,568

06 起業支援事業　（経済戦



済

。

自立しこどもを養育

部

できるよ ※事業内容は

担

、当該事務事業評価シ

当

ートを参照

部局名 健康福祉

R6

部

決算額 R7計画額 R8

こ

予算額
計（千円） 事業

ど

費 25,002 23,

も

374 20,947
う

健

ち一般財源 12,00

や

2 13,532 14,

か

245

事業の方向性：

部

１現状で継続　 ２拡大

５

して継続 ３縮小して継

．

続　　　４他事業と統

事

合　　　５休止　　　

務

６その他見直し

７令和

事

8年度で終了 ８令和7

業

年度で終了 ９令和6年

の

度で終了

検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R6決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R7予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
8

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

02 障害者施設事業　（障害福祉課）

（再掲）障害者施設事業

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 03 01 03 02 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

　福祉作業所等の運営委託・ 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

助成等 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

06 障害者自立支援事業　（障害福祉課）

（再掲）自立支援給付事業

義
務

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 03 01 03 06 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

障害者等がサービスを選択し 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

、事業者や施設と対等な立場 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

04 シルバー人材センター支援事業　（健康長寿課）

戸

（再掲）シ

田

ルバー人材センタ

任
意

市

＜（再掲）について＞

施

ー支援事業 本事業は、

策

他の施策を主たる施策

評

として構成する事

01

価

01 03 01 04 04

シ

01 務事業ですが、一

ー

部が本施策にも寄与す

ト

るため「再

シルバー人

作

材センター運営資 掲の

成

事務事業」として、参

日

考に掲載しています。

令

金の助成等 ※事業内容

和

は、当該事務事業評価

 

シートを参照

7

05 ひとり親家庭等支

年

援事業　（親子健やか

 

室）

6

（

月

再掲）ひとり親家庭等

1

支援

義
務

＜（再掲）に

3

ついて＞

事業 本事業は

日

、他の施策を主たる施

作

策として構成する事

0

成

1 01 03 02 03 0

部

5 01 務事業ですが、

局

一部が本施策にも寄与

名

するため「再

ひとり親

環

家庭等が、経済的に 掲

境

の事務事業」として、

経

参考に掲載しています


